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１  2025 年度の貸借対照表及び損益計算書の要旨  

 

 

貸借対照表の要旨 

                                      （2026 年３月 31 日現在）                 （単位：億円） 

資 産 の 部                    負 債 及 び 純 資 産 の 部                     
科 目            金 額       科 目            金 額       

 流 動 資 産            
 固 定 資 産            
 経 営 安 定 基 金 資 産            
 鉄道・運輸機構特別債券 

         870 
         3,509 
         7,178 
         2,200 

 流 動 負 債            
 固 定 負 債            
 鉄道・運輸機構特別債券 

引受けのための借入金 
 資 本 金 等            
 利 益 剰 余 金            

          780 
         1,895 
     

 2,200 
         9,714 
       △  831 

 合 計                    13,758  合 計                    13,758 

（注）有形固定資産の減価償却累計額  5,010 億円 

 

 

損益計算書の要旨 

（2025 年４月１日から 2026 年３月 31 日まで）（単位：億円） 

科 目              金 額      
 営 業 収 益 
 営 業 費 
 営 業 損 失 
 営 業 外 利 益 
 経 常 損 失 
 特 別 利 益 
 特 別 損 失 
 税 引 前 当 期 純 利 益 
 法人税、住民税及び事業税 
 当 期 純 利 益 

          979 
        1,473 
          493 
          339 
        154 
          231 
           58 
          18 
         △13 
         32 

                （注）１ 営業外利益のうち経営安定基金運用収益      290 億円 

           ２ 営業外利益のうち鉄道・運輸機構特別債券利息収益  15 億円 

                      ３  １株当たりの当期純利益               6,319 円 50 銭 

 

 

 

２ 主たる事務所の所在地、ディスクロージャー担当部署及びその電話番号  

 

 (1) 主たる事務所の所在地          北海道札幌市中央区北 11 条西 15 丁目 

  (2) ディスクロージャー担当部署    総務部 

  (3) 電話番号  011-700-5856 



３ 2026 年度の事業計画の概要  

 

  2026 年度は３カ年の「ＪＲ北海道グループ中期経営計画 2026」（以下「中期経営計画 2026」という。）の

最終年度です。「ＪＲ北海道グループ長期経営ビジョン『未来 2031』」（以下「長期経営ビジョン」という。）

に掲げた経営自立に向け、2024 年３月に受領した「事業の適切かつ健全な運営に関する監督命令」（以下

「監督命令」という。）に基づく取り組みを遂行することをはじめ、短期・中期・長期の各施策を推進し、

収益拡大に向けた成果を確実に積み上げる重要な１年となります。 

 

  まず、安全については、「安全計画 2026」に加え、「鉄道の安全輸送の確保について（指示）」（以下「改

善指示」という。）に対して講ずる措置を確実に推進します。また、2026 年１月の札幌圏雪害をはじめ、頻

発化・激甚化する自然災害への対応について、ハード・ソフト両面の強化を進めます。「あくなき安全の追

求」を継続し、安全であり続けることにより、ＪＲ北海道グループへの評価の向上とお客様の安心につな

げていきます。 

  次に、人材の確保・育成については、人材は会社の貴重な資産であるとの認識の下、採用環境は大変厳

しい状況にあるとともに若年退職が増加していることを踏まえ、積極的な採用活動を継続して展開すると

ともに、労働条件の改善を含め、人材確保に向けた取り組みを進めます。あわせて、ＪＲ北海道グループ

で働く一人ひとりの充実感を高め、働きがいの向上につながる各施策に取り組みます。 

  さらに、営業収益の拡大に向けては、旺盛なインバウンド・観光需要を着実に取り込み、鉄道事業及び

開発事業の双方における取り組みを強化します。鉄道事業については、新たな観光列車「赤い星」の 2027

年２月の運行開始に向け、乗務員及びサービススタッフ等の訓練・養成を進めるとともに、地域と連携し

た「おもてなし」の充実や効果的な情報発信により、観光流動の創出に向けた準備を進めます。また、今

後の需要の拡大を見込み、空港アクセスの更なる強化及び都市間輸送の収益拡大に向け、イールドマネジ

メントの強化等に取り組みます。 

  開発事業については、工事費・資材高騰を踏まえ計画の見直しを進めている札幌駅周辺再開発事業にお

いて、新幹線札幌開業時期に関わらずできる限り早期の開業を目指し、バスターミナルの復旧・集約及び

ビル事業による収益拡大の実現に向け取り組みます。さらに、既存の不動産・ホテル・物販・飲食事業の

成長を図るとともに、事業ポートフォリオの変革に向け、Ｍ＆Ａ及び新規事業の開発を強力に推進します。

あわせて、開発人材の採用を進め、体制の強化に取り組みます。また、既存施設の賃料改定等を検討し、

開発事業の増収・利益改善にも取り組みます。 

  オペレーションの変革については、人口減少の進行に伴い労働力不足が見込まれる中、持続的な業務運

営を実現するため、新技術を積極的に導入し、安全性の向上を図りつつ、効率的で働きやすい作業環境の

構築に取り組みます。また、ＩＣＴ人材の育成を進め、デジタル技術を活用した業務運営の効率化を推進

します。 

コスト削減については、工事費・資材高騰が続く中、徹底した取り組みが必要であることを踏まえ、「Ｊ

Ｒ北海道グループ中期経営計画 2023」（以下「中期経営計画 2023」という。）から進めてきた取り組みを継

続しつつ、さらなる削減に取り組みます。 

財務基盤の強化については、金利動向を踏まえた資金運用及び資金調達を適切に行い、安全・安定輸送

の確保や成長投資に必要な資金の安定確保と利息負担の抑制を図ります。また、経営安定基金の運用を着

実に行い、リスク管理を徹底します。 

  北海道新幹線については、札幌開業の遅れによる影響の把握に努め、必要な対応を適切に講じるととも

に、営業主体として建設主体である独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構（以下「鉄道・運輸機

構」という。）に必要な協力を行い、１日も早い開業に向けた準備を進めます。あわせて、札幌駅部の工事



及び新函館北斗～札幌間の高速化工事に着実に取り組みます。既開業区間については、開業 10 周年を契機

として、安全・安定輸送の確保を前提に収益拡大を図るほか、新幹線効果を最大限発揮するため、青函共

用走行区間における高速化実施区間の拡大及び新幹線荷物輸送の拡大に向けた取り組みを進めます。 

お客様満足度の向上については、安全・安心・快適な移動サービスの提供に加え、情報提供の一層の充

実等に取り組みます。 

  当社単独では解決困難な課題については、「利用が少なく鉄道を持続的に維持する仕組みの構築が必要な

線区」において、監督命令を踏まえ、関係者と一体となって具体的な取り組み及び議論を進めるとともに、

維持する仕組みの構築に向け、関係者との議論を重ねながら、2026 年度末までに事業の抜本的改善方策を

確実にとりまとめます。また、「青函トンネルの維持管理」及び「貨物列車との共用走行」については、引

き続き関係者と検討・協議を進め、解決を目指します。 

さらに、ＥＳＧの取り組みについては、環境の変化に対応し、コーポレートガバナンスを強化する観点

から、カーボンニュートラル、社会への情報発信、地域貢献及び地域との連携、並びにコンプライアンス

の徹底に継続して取り組みます。 

 

輸 送 量 の 見 通 し                    列 車 の 運 行 量         
輸 送 人 員           輸 送 人 キ ロ            列 車 キ ロ           

125百万人 3,854百万人キロ 30百万キロ 

       （注）上記の数値は、経済情勢の動向等により変更する場合があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 2025 年度の事業報告の概要  

 

当社は、2011 年に石勝線列車脱線火災事故、2013 年に函館線大沼駅構内貨物列車脱線事故及び軌道検査

データ改ざん等を引き起こしました。これを受け、2014 年１月に国土交通大臣から「輸送の安全に関する事

業改善命令及び事業の適切かつ健全な運営に関する監督命令」が発せられ、「事業改善命令・監督命令によ

る措置を講ずるための計画」及び「安全投資と修繕に関する５年間の計画」を策定し、安全基盤や安全風土

の再構築等に取り組んできました。また、2024 年に「安全計画 2026」を策定し、これまで発生した重大事

故や重大労災、インシデントや危険事象等の再発防止策を推進するなど、安全性の維持・向上に努めてまい

りました。 

各種安全の取り組みを進めてきましたが、函館線砂川駅構内で発生した、不適切な保安体制下の待避誤り、

それについての虚偽報告等、安全に関する不適切な事象により、2025 年３月に北海道運輸局長から「改善指

示」を受領することとなりました。その後も安全に関する不適切な事象が続いたことから、北海道運輸局及

び国土交通省鉄道局合同の「強化型保安監査体制」のもとで監査を受検することとなり、以後定期的に進捗

状況の確認や報告をしています。これら一連の事象や「改善指示」を重く受け止め、速やかに対策を講じ、

再発防止に向けて愚直に取り組んでまいります。 

 

2018 年７月に、国土交通大臣から「監督命令」が発せられ、国鉄改革の趣旨に則り、徹底した経営努力に

よって収支を改善し、北海道新幹線札幌延伸の効果が発現する 2031 年度に経営自立を目指すことが命じら

れました。そして、この「監督命令」を受け策定した、2031 年度を目標年度とする「長期経営ビジョン」の

達成に向け、「中期経営計画 2023」を策定し、各種取り組みを進めてまいりました。しかしながら、新型コ

ロナ等環境の変化もあり、計画に掲げた収支改善等の目標の達成は困難であるとして、経営改善に向けた取

り組みをより一層深度化及び加速化するよう、2024 年３月に「監督命令」が再度発せられました。 

再度の「監督命令」において、新たな中期経営計画（2024～2026 年度）の策定とその着実な遂行が求めら

れたことを踏まえ、2025 年度は「長期経営ビジョン」の達成に向けた第２ステップとなる「中期経営計画

2026」のもと、各種施策を着実に進めました。 

 

鉄道事業では、2025 年４月に運賃改定を実施したほか、札幌圏・空港アクセス輸送において、旺盛なイン

バウンド・観光需要を引き続き取り込むことができました。都市間輸送では、2026 年３月 14 日ダイヤ改正

において全ての道内定期特急列車を全車指定席化し、イールドマネジメント効果をより一層高める体制を整

えました。 

青函エリアにおいては、ＪＲ東日本や東北、道南の自治体とも連携し、切れ目なく送客プロモーションを

展開しました。2026 年１月からは、北海道新幹線開業 10 周年のプロモーションを開始し、北海道新幹線の

利用促進に取り組みました。 

開発事業では、不動産事業で、旧ホテルさっぽろ弥生用地（北３西 12 地区）において、マンションを分

譲したほか、賃貸棟と商業施設を開業するとともに、野幌鉄道林跡の宅地開発等を推進しました。ホテル事

業では、富良野と函館に無人型宿泊施設「ＪＲモバイルイン」を開業しました。物販・飲食事業では、北海

道産の食材にこだわったプライベートブランド「ＤＯ３ＴＡＢＬＥ」の販路拡大に取り組みました。また、

札幌駅周辺再開発事業については、工事費高騰を受け段階的開発に方針を変更して以降、関係者と計画の協

議を進めるとともに、旧エスタの建物解体作業に着手しました。 

持続可能な交通体系の確立に向けては、2026 年度までの「黄８線区における事業の抜本的な改善方策の実

現に向けた実行計画」に基づき、地域の関係者と一体となり、徹底した利用促進やコスト削減に取り組みま

した。維持する仕組みの構築に向け、関係者との議論が開始できるよう準備も進めてきました。2022 年度に

鉄道の廃止を合意した留萌線（深川～石狩沼田間）については、2026 年４月１日に鉄道事業を廃止し、バス

による交通体系へと転換しました。 

経営改善の取り組みについては、2019 年度より四半期ごとに設定した数値目標による進捗管理（ＫＰＩ検

証）を行っており、収入確保やコスト削減の取り組み等、多くの項目で目標を達成することができました。

検証結果については、外部有識者で構成する第三者委員会である経営改善委員会に報告し、外部視点からの

意見・アドバイスを経営に反映することで、着実に経営改善につなげました。 

人材の確保及び育成の取り組みについては、働き方改革推進に向けリモートワーク実施箇所及び始終業時

刻選択の対象者を拡大したほか、育児支援制度の拡充を実施しました。また、女性社員の配属先拡大や女性

用の休養室等を新設するとともに、現業機関でのシャワーや専用トイレ等の設備整備を推進しました。賃金



水準の改善については、５年連続でベースアップを決定しました。 

2024 年３月に、日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律（平成 10 年法律第 136 号。）等に基

づき、2024 年度から 2026 年度までの支援 1,092 億円の措置を決めていただきました。この支援策に基づき、

2024 年６月 28 日に、「生産性の向上に資する施設等の整備及び管理に必要な資金」として、鉄道・運輸機構

から出資 390 億円を受けました。また、借入金に係る利子補給等も受けました。経営支援の継続に深く感謝

申しあげるとともに、いただいた支援を経営改善のために有効に活用してまいります。 

 

2025 年３月 14 日に、北海道新幹線の整備に関する有識者会議により、札幌開業は概ね 2038 年度末頃の見

込みであることが国土交通大臣へ報告されました。当社としては、営業主体として１日も早い開業に向け、

鉄道・運輸機構に対して必要な協力を行うとともに、示された開業見通しを踏まえ、課題の整理や経営への

影響等の確認を進めてまいります。 

 

当社は、コンプライアンスの徹底及びコーポレートガバナンスの強化について取り組んでいたところです

が、特定保健指導における不適切な取り扱い等、法令順守及び管理体制の不十分さを示す事象を発生させま

した。これらの事象について、原因の検証及び再発防止策を講ずるとともに、グループ全体のガバナンス及

び内部統制の強化を進め、再発防止の徹底に努めております。 

 

今後とも、安全の確保を大前提に、経営自立に向け、新幹線のスケジュールによらず「長期経営ビジョン」及

び「中期経営計画 2026」に盛り込んだ札幌駅周辺の再開発事業や必要な経営改善策等の取り組みを全力で推

進するとともに、経営構造改革を背水の陣で断行してまいります。 

 

2025 年度の経営成績については、鉄道運輸収入は、前年度に対して 44 億円増加した 811 億円となりまし

た。これに線路使用料等の運輸雑収等を加えた鉄道事業営業収益は、前年度に対して 44 億円増加した 899

億円となりました。開発事業営業収益は、前年度に対して 26 億円増加した 79 億円となりました。この結果、

営業収益は、前年度に対して 70 億円増加した 979 億円となりました。 

営業費用は、前年度に対して２億円減少した 1,473 億円となりました。 

 

この結果、営業損失は、前年度に対して 73 億円改善した 493 億円となりました。 

営業外損益は、35 億円減少した 339 億円となりました。 

特別利益は、設備投資等助成金 202 億円や補助金等 25 億円等を計上しました。特別損失は、固定資産圧

縮損 26 億円等を計上しました。 

以上の結果、当期純利益は、前年度に対して 14 億円増加した 32 億円となりました。 

 

 

 

５ 国からの出資金、補助金等の額（2026 年度予算） 

 

鉄道施設総合安全対策事業費補助金    251 百万円 

鉄道駅総合改善事業費補助金           93 百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 関係会社一覧（2026 年３月 31 日現在） 

 

会   社   名 出 資 額         出 資 比 率        
札幌駅総合開発株式会社 
ジェイ・アール北海道バス株式会社 
北海道高速鉄道開発株式会社 
北海道クリーン・システム株式会社 
JR北海道フレッシュキヨスク株式会社 
JR北海道ホテルズ株式会社 
札幌交通機械株式会社 
北海道ジェイ・アール運輸サポート株式会社 
北海道ジェイ・アール都市開発株式会社 
株式会社北海道ジェイ・アール・サービスネット 
株式会社JR北海道ソリューションズ 
札建工業株式会社 
株式会社北海道ジェイ・アール商事 
株式会社ドウデン 
ジェイアール北海道エンジニアリング株式会社 
北海道軌道施設工業株式会社 
株式会社北海道ジェイ・アール・システム開発 

8,182百万円  
6,408百万円  
3,604百万円  
2,466百万円  
1,851百万円  

560百万円  
  471百万円  
  302百万円  
  301百万円  
  298百万円  

210百万円  
204百万円  

  194百万円  
  185百万円  
  120百万円  
  116百万円  

90百万円  

57.4％  
100.0％  
50.0％  

100.0％  
100.0％  
100.0％  
73.8％  
68.1％  

100.0％  
100.0％  
100.0％  
33.0％  

100.0％  
100.0％  
100.0％  
100.0％  
90.0％  

 

 

 

７ 組織の概要  

 

 (1) 定数        定款により取締役 21 名以内、監査役４名以内 

 (2) 役員の氏名、役職及び任期（2026 年６月 16 日現在）  

  氏   名 役   職     任              期 最 終 官 職         
島 田   修 
綿 貫 泰 之 
深 谷 光 浩 
萩 原 国 彦
川 戸 俊 美 
山 田 浩 司 
村 林 健 吾 
芳 賀 善 浩 
大 槻   博 
小 沼 智 子 
藤 井  裕 
菅 谷 とも子 
齊 藤 敬 一 郎 

 
 

安 田 光 春  
平 本 健 太 
桶 谷  治 

代表取締役会長       
代表取締役社長       
取締役副社長       
常 務 取 締 役 
常 務 取 締 役 
取 締 役       
取 締 役       
取 締 役       
取 締 役       
取 締 役       
取 締 役       
取 締 役       
常 勤 監 査 役       

 
 

監 査 役       
監 査 役       
監 査 役       

2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 
2026年６月16日 ～ 2028年６月株主総会 

 
 

2023年６月20日 ～ 2027年６月株主総会 
2023年６月20日 ～ 2027年６月株主総会 
2024年６月20日 ～ 2028年６月株主総会 

― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 

(独)鉄道建設・運輸施設整

備支援機構 

経営自立推進統括役 

― 
― 
― 

 

 (3) 社員数（2026 年４月１日現在） 

     5,914 人 




